
様式第27の２（第41条の２関係）

証 明 願

収入証紙はり付け欄

年 月 日

宮崎県知事 殿

住 所

申請者

氏 名

（法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名）

次のとおり建築物等の新築（改築、増築）をしたいので、これを目的とする土地の利用に係

る行為が、都市計画法第４条第12項に規定する開発行為に該当しないものであることを証明し

てください。

都 市 計 画 区 域 名

土地の所在地及び面積 ㎡

土 地 利 用 の 目 的

工 事 の 概 要

（注） 不要の文字は、抹消すること。



様式第28（第41条の２関係）

証 明 願

収入証紙はり付け欄

年 月 日

宮崎県知事 殿

住 所

申請者

氏 名

法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名

建 築 物
新築（改築・増築）

第１種特定工作物 を しようとする次の敷地について都市計画
建 設

第２種 〃

第29条第１項
開 発 行 為 の 許 可

法 第29条第２項 の規定による を受けていることを証明してくだ
開発行為の変更許可

第35条の２第１項

さい。

敷地の所在地及び面積

許可を受けた者の住所

及び氏名（法人にあつ

ては、主たる事務所の

所在地及び名称）

許可年月日及び番号 年 月 日 シレイ －

開発区域の名称

〃 の面積 ㎡

予定建築物の用途

法第41条の制限

及び条件の内容

法第36条第３項の工事完了の公告の年

月日及び番号

（注） 不要の文字は、抹消すること。



様式第29（第41条の２関係）

証 明 願

収入証紙はり付け欄

年 月 日

宮崎県知事 殿

住 所

申請者

氏 名

法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名

建 築 物 新築（改築・増築）
次のとおり を したいので、これを目的とする土地の区

特定工作物 建 設

第29条第１項
画形質の変更は、都市計画法 ただし書の規定に該当しているため、開発行為

第29条第２項

の許可を要しないものであることを証明してください。

都 市 計 画 区 域 名

㎡

土地の所在地及び面積

土 地 利 用 の 目 的

工 事 の

概 要

（注） 不要の文字は、抹消すること。



様式第31（第41条の２関係）

証 明 願

収入証紙はり付け欄

年 月 日

宮崎県知事 殿

住 所

申請者

氏 名

法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名

次の建築物の敷地、構造、設備等について、都市計画法第41条第１項に基づいて指定され

た制限に適合している（適合していないが同条第２項の許可を受けている）ことを証明して

ください。

開発許可を受けた者の住所及び氏名（法人にあ

つては、主たる事務所の所在地及び名称）

許可年 月 日及び番号 年 月 日 シレイ －

開 発 区 域 の 名 称

開 発 区 域 の 面 積 ㎡

予 定 建 築 物 の 用 途

建築物の敷地の所在地及び面積 ㎡

都市計画法第41条第１項

の規定による制限の内容

許可を受けた者の住所及

都市計画法第 び氏名（法人にあつては、

主たる事務所の所在地

41条第２項の 及び名称）

規定による許可 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 シレイ －

許可を受けた事項及び内容

（注） 不要の文字は、抹消すること。



様式第32（第41条の２関係）

証 明 願

収入証紙はり付け欄

年 月 日

宮崎県知事 殿

住 所

申請者

氏 名

法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名

建 築 物
次の について、都市計画法第42条第１項ただし書の規定に基づく許可を受け

特定工作物

ていることを証明してください。

建築物（特定工作物）の

敷 地 の 所 在 地 及 び 面 積

建築物（特定工作物）の内容

許 可 を 受 け た 者

の 住 所 及 び 氏 名

法 人 に あ つ て は 、

主 た る 事 務 所 の 所

在 地 及 び 名 称

許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 シレイ －

開発区域の名称及び面積 ㎡

予 定 建 築 物 の 用 途

許可又は協議成立
年 月 日 シレイ －

都市計画法第42条 の年月日及び番号

第１項の許可又は

同条第２項の協議 許可又は協議に係

る建築物又は特定

工作物の名称

（注） 不要の文字は、抹消すること。



様式第33（第41条の２関係）

証 明 願

収入証紙はり付け欄

年 月 日

宮崎県知事 殿

住 所

申請者

氏 名

法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名

次の建築物（第１種特定工作物）について都市計画法第43条第１項の規定に基づく許可を受

けていることを証明してください。

建築物（特定工作物）の敷地

の 所 在 地 及 び 面 積 ㎡

建築物（特定工作物）の内容

許可を受けた者の住所及び氏名

法人にあつては、主たる

事務所の所在地及び名称

許 可 の 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 シレイ －

土 地 の 所 在 及 び 面 積 ㎡

建築物（特定工作物）の用途

（注） 不要の文字は、抹消すること。



様式第34（第41条の２関係）

証 明 願

収入証紙はり付け欄

年 月 日

宮崎県知事 殿

住 所

申請者

氏 名

法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名

次の建築物が都市計画法第29条第１項第２号（第３号）に該当していること又は次の

建 築 物 新築（改築・用途の変更）
の が都市計画法第4 3条第１項の許可を

第１種特定工作物 新 設

要しないものであることを証明してください。

建築物（第１種特

定工作物）の敷地

の所在地及び面積 ㎡

建築物（第１種特

定工作物）の内容

（注） １ 「建築物（第１種特定工作物）の内容」の欄には、都市計画法第29条第１項第

２号若しくは第３号に該当する行為又は同法第43条第１項第１号から第５号まで

に該当する行為に係るものについて記入すること。

２ 不要の文字は、抹消すること。


